
 

 

産開研論集 

第 20 号 平成 20 年 3 月 

社会政策と企業の社会的責任について 

－ＣＳＲを通じた社会政策の発展に向けて－ 

 

天 野 敏 昭 

１．問題意識 

２．社会政策の認識 

３．社会政策における企業の役割 

４．社会政策とＣＳＲの関係 

５．ＣＳＲを通じた社会政策の発展に向けて 

 

１．問題意識 

 

社会政策は、労働から国民生活全般を対象にする政

策に変化し、その範囲と対象が拡大している。この認

識は、1970 年代の総合社会政策論において一般化し、

経済成長を視野に入れた社会政策が重視されるように

なった。社会政策は、国民の福祉の向上と経済成長の

双方を実現できるよう、雇用水準を高める政策方針に

転換している 1）。 

上記の政策方針において企業が果たす役割は大きい

が、利益追求主体の企業にとって、社会政策は、再分

配やセーフティネットの整備を目的とする法規制の遵

守であり、市場機能で解決できない社会問題に対する

国家政策だと一般的に考えられている。 

ところが近年、経済、社会、環境の持続可能な発展

を目指すＣＳＲ（Corporate Social Responsibility

＝企業の社会的責任）が世界的に広まり、ＣＳＲには

社会政策が担う内容が含まれる。今後、企業がＣＳＲ

にどう取り組むのか、ＣＳＲと社会政策をどう関連付

けるのかは、これからの社会政策のあり方を左右する

テーマである。企業の自主性に委ねられるＣＳＲが定

着すれば、国家責任を超える社会政策の発展が見込め

るからである。 

本稿は、ＣＳＲが社会政策の新たな軸になる可能性

について検討する。まず、社会政策に対する企業の理

解が高まっている現状を確認した上で、社会政策にお

ける企業の役割、社会政策とＣＳＲの関係、日欧にお

けるＣＳＲ政策の動向を概観し、社会政策にＣＳＲを

導入する可能性と課題について考察する。 

 

２．社会政策の認識 

 

（１）社会政策の定義 

社会政策の定義や考え方は様々だが、①社会問題に

対する政策、②資本主義社会下の政策、③法に定めら

れる制度・規制、④国家の行う政策であるという共通

認識がある 2）。一般的に日本の行政機関では社会政策

という言葉は普及しておらず、国では内閣府の共生社

会政策統括官という名称がみられる程度である。共生

社会政策には、青少年育成、少子化・高齢社会対策、

障害者施策、バリアフリー化推進、犯罪被害者等施策、

交通安全対策、食育推進、自殺対策、省エネルギー・

省資源対策、銃器対策、薬物乱用対策と広範な分野が

含まれるが、この広範さが社会政策の一般的な合意や

総合的な理解を困難にしていると考えられる。こうし

た社会政策を広義に捉える状況は、1970年代の総合社

会政策論以降みられるようになった。日本が総合社会

政策論を認識する契機は、ＯＥＣＤの社会政策総合化

の要請によってである。1973年のオイルショックによ

る低成長期において、ＯＥＣＤは経済政策と社会政策

の連携を提起した。これを受けて、日本は『社会政策

総合化への現状』3）をＯＥＣＤに提出し、社会政策を

「社会の安定と健全な発展、公平な分配をその主要な

目的とするもの」と定義し、その範囲を、国民生活審

議会社会指標体系の Social Goal の 10 分野（①健康、

②教育・学習・文化、③雇用と勤労の質、④余暇、⑤

所得・消費、⑥物的環境、⑦犯罪と法の執行、⑧家族、

⑨コミュニティ生活の質、⑩階層と社会移動）とした。

社会政策は生活者を対象にする政策であるという認識

が一般化したのである。 

この認識に対する学界の反応は様々であったが 4）、

総合社会政策論を契機にして、新たな社会政策の検討

が進んだ。丸尾は、福祉国家にかわる福祉社会という

言葉を使い、全世代の人々が自らの能力を生かして自

由でノーマルな生活を送れるよう、政府部門のほか、

市場部門、家庭、近隣などインフォーマル部門の役割

を重視している。さらに、武川は社会政策にプラスの

価値追求という目的が含まれる考え方を示している 5）。

この考え方は、2005 年にＯＥＣＤが示した政策方針

「Active Social Policies」にもみられ、従来の所得
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移転などの補償の方法ではなく、ライフコースに応じ

て個人の能力への投資と雇用を重視することによって、

「社会政策は、能動的なもので、人々の能力への投資

やその潜在的能力の実現を強調すべきであり、単なる

不幸に対する保険ではない」6）という理念の実現を目

指している。総合社会政策論以降、社会政策の対象と

分野は、労働者から生活者に、労働問題から社会問題

全般に拡大した。政策の主体も、市場部門やインフォ

ーマル部門の参画を重視する考え方に変化した。中央

政府は社会の安定と発展に向けたビジョンを示し、地

方政府、企業、地域、地域住民の参画を主導していく

役割を担うことが求められ、企業も一定の役割を果た

すことが求められるようになった。次に、上記の背景

に対する企業の対応について、経済団体の最近の意見

表明や取組からみていく。 

 

（２）経済団体の意見表明と取組 

経済団体は、近年、少子化、格差問題、社会保障制

度の改革など、社会政策に対する提言や意見提出を活

発に行っている。 

（社）日本経済団体連合会が、2007年 3月に発表し

た「少子化問題への総合的な対応を求める‐人口減少

下の新しい社会作りに向けて‐」では、国の施策・制

度・各企業の取組による少子化対策には限界があるた

め国民運動が求められるとし、企業の基本姿勢として

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を提

言している。この提言に対する取組には、次世代育成

支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定が

あり、都道府県労働局長が仕事と子育ての両立に取り

組む企業を認定し、認定マーク「くるみん」を製品や

商品などにつけることができる制度が2007年4月にス

タートしている。しかし、認定を受けた企業は少なく、

制度が十分に浸透しているとはいえない 7）。 

同じく、2007年 3月に（社）経済同友会が発表した

「これからの経済社会を展望した格差議論を」では、

構造改革の継続と市場主義を前提にした上で、企業は

法令遵守を越える積極的な貢献を提案し、ＮＰＯ活動

に参画もしくは協力することによって何らかの「機会」

を提供することが重要だとしている。そして、格差に

対応する持続的な経済成長に向けて、再チャレンジの

ための資金支援、職業能力の開発、生活保護施策との

整合性を考慮した最低賃金法の改正などを行政に求め

るとともに、非正規雇用に対する企業の責務として、

①従業員が能力を発揮できる機会の拡大やモチベーシ

ョンの向上に向けた経営者の取組、②正規雇用への転

換制度や人物本位・実力本位の採用や通年採用など具

体的な対応を求めている。しかし、これらの対応につ

いて、現状では産業界の足並みが揃っているとはいえ

ず、偽装請負問題の発生や最低賃金の引き上げに対す

る抵抗がみられるのが現状である。同会は上記のほか

にも、2007年 4月に「活力ある経済社会を支える社会

保障制度改革」を発表している。この提言は、政府に

よる公的年金、介護保険、医療の各制度の改正には実

効性が乏しく、①自助の精神と公平性に基づく社会保

障制度、②財政的に持続可能な社会保障制度、③経済

の成長に資する社会保障制度、④給付サービスと行政

の効率化に繋がる社会保障制度の 4 つの考え方を示し、

単なる改正ではなく「民」の力を最大限に活用して抜

本的な改革を推進すべきだと提言している。この提言

では、政府任せでなく国民全体で新たな社会保障制度

を検討し、経済成長に貢献する点において企業の役割

は大きい。 

このほか（社）関西経済同友会は、2007年 4月に「厳

しくも温かい経済社会の実現に向けて‐個人の危機バ

ネと地域の縁の再生をテコに格差解消を‐」と題する

提言を発表した。この提言は、個人の努力だけでは解

消できない、生まれ育った家庭環境などの要因によっ

て生じる社会的に許容できない格差に対し、社会政策

による機会均等と健全な社会・経済の発展を目指すこ

とを求めている。そして、「教育・職業訓練期の段階」、

「就職期の段階」、「就労後の段階」の 3 つのライフス

テージにおける様々な分野に対する具体的な提案を行

っている。提案では、行政の役割だけでなく、企業が

主体的に社会政策に関与することの必要性と意義が示

されている 8）。 

上記でみたように、産業界の社会政策に対する理解

は高まっており、企業が社会政策に関与することを求

めている。次に社会政策における企業の役割について

みていく。 

 

３．社会政策における企業の役割 

 

（１）企業に対する期待 

社会政策における企業の役割は、『福祉の社会的分

業』（1955）9）や総合社会政策論において既に検討され

ている。しかし、日本でこうしたテーマについて継続

的に議論が深められたとはいえない。その理由は、1980

年代に日本的経営に対する注目が集まり、経済成長を

もたらす企業社会において、労働問題が社会問題とし

て顕在しにくくなり、社会政策の必要性そのものが低

下したと考えられたからであろう。 

しかし、社会問題の主たる解決策を雇用創出に見出

す現代の社会政策において、企業を社会政策の直接の

担い手として考慮していくことが求められる。 

社会政策に対する企業の関与が期待される背景には、

雇用創出の目的のほかに、政策に対する行政関与の考

え方の変化や、ＣＢ（コミュニティビジネス）や社会

的企業 10）による社会問題への取組の限界がある。 
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前者については、行政改革委員会の官民活動分担小

委員会が、1996 年 12 月に「行政関与の在り方に関す

る基準」を発表して以降、現在までこの基準を継承し

て官民の役割分担に関する議論が行われている。この

基準は、行政全般を対象にする統一的で汎用的な基準

として、「行政の関与の可否に関する基準」11）や「行政

の関与の仕方に関する基準」12）が策定されているが、

目的は、行政関与の必要最小限化と新たな公共の担い

手を確立することである。この基準において民間に求

められる役割は、国民自身が自己責任の意識を確立す

ることや、企業が社会的責任を遂行することなどであ

る。そして、行政活動と民間活動の接点を見出し官民

の役割分担を進める考え方が示されている。 

後者については、ＣＢや社会的企業の組織や事業規

模が小さく、限定された社会問題には対応できるもの

の、アドボカシー型の組織は少数で、社会政策の立案

に十分な影響力を持ち得ていない現状がある。たとえ

ば、2002～2004年度に実施した大阪府のＣＢ創出支援

事業 13）では、事業性の欠如、小規模性、認知度が高ま

らない、他のＣＢ事業者との連携が不足するなどの課

題がみられた。また、経済産業省は2008年度からＣＢ

の成功事例を収集し、事業運営のノウハウや指導法を

盛り込んだマニュアルの策定や研修などで支援する計

画だが、あくまで、ＣＢが成長途上の事業主体である

との認識にたっている 14）。一方、英国の社会的企業の

なかには、欧州社会基金（European Social Fund）15）、

多国籍企業、マスコミなどの国際的な支援を受け、大

規模な活動によって世界的に注目を集めている事例も

あるが、日本では英国規模の活動は現状では期待でき

ない 16）。 

このような背景から、社会政策において企業に対す

る期待が大きくなっている。 

 

（２）社会政策論における言説と課題 

ティトマスによれば、社会政策における企業の役割

は「企業福祉（occupational welfare）」17）である。テ

ィトマスは、企業福祉が企業内の良好な人間関係を築

く手段であるとする一方、産業内及び企業内の企業福

祉が固有のもので、企業福祉が発達し拡大し過ぎると、

社会政策の諸目的やその統一性と矛盾をきたすと考え

ている。つまり、企業が個別に社会政策を実施するこ

とによって、社会的不平等が拡大し固定化し新たに階

層毎の公平が生まれる点を指摘しており、企業の役割

を肯定的にみているわけではない 18）。また、経済企画

庁の見解は、企業は企業内で相互扶助的な福祉活動を

行っているが、こうした福祉活動の水準は所属企業に

よって異なるため不合理であり、企業に公的社会的な

福祉活動を委ねることはできないとしている 19）。 

このように、1950～80年代までは、社会政策は国家

責任であるとの前提にたち、社会政策における企業の

役割が検討されたに過ぎなかった。しかし1990年代以

降、社会政策における企業の役割をより評価する認識

が高まってくる。たとえば大山・武川は、企業の役割

が高まる理由について、①公的部門による社会サービ

スの供給が財政危機のため限界に達した、②国営企業

の民営化、③人々の生活水準の上昇に伴い、社会サー

ビスの購入が以前に比べて容易になった、④高齢化に

伴って、規模の利点を生かせる事業領域が出てきた点

を指摘している。しかし、企業が公的部門の下請けと

いう形で社会サービスを提供したり、公的部門から資

金援助を受けている場合には、企業が自立的な役割を

確立しているとはいえないと考えている 20）。またスピ

ッカーは、社会政策が公共部門、民間部門、非営利組

織などのボランタリー部門、隣人や家族などのインフ

ォーマル部門による福祉サービスの分配であるととら

え、公共部門は他部門の不足部分を補充する役割を担

うとの認識から民間部門（企業）の役割を評価してい

るが、留保すべき課題も指摘している 21）。 

さらに近年では、社会政策における企業の役割を更

に積極的に評価する言説がみられる。これは、企業の

巨大化やグローバル化を背景にして、企業が社会的に

大きな影響力を持つ政治的制度であると考える、権力-

責任均衡の原則に基づいている 22）。社会に対して大き

な影響力を持つ企業が、存在そのものの正当性を対外

的に示すため、相応の責任を果たす必要があるという

考え方で、こうした言説は、福祉国家の再編に取り組

む英米を中心にみられる。 

米国のミッチェルとエプスタインは、企業と社会政

策の関係を論じる際に、それぞれ「企業的社会政策

（Corporate Social Policy）」、「経営社会政策過程

（Corporate Social Policy Process）」の用語を用い

ている。こうした用語は、日本では企業福祉の意味で

使用される場合が多いが、米国では、社会政策的な課

題に対する企業の対応を含む概念である。ミッチェル

によれば、「企業的社会政策」は「一つ、もしくは複数

の社会的課題、社会問題に関して、当該企業の目的、

目標、プログラムを規定するような、企業における一

つ、もしくは複数の政策」23）で、企業権力の新しいイ

デオロギーの表現である。米国では1920年代以降、大

企業の発展に伴って、失業、低賃金、貧困などの社会

問題が発生したが、大企業は、利益を追求する上で権

力を適切に行使していることを正当化するため、市場

に及ぼす影響力に応じて、社会政策的な課題に対応す

るようになった 24）。 

またエプスタインによれば、企業は、６つの会社権

力（①経済的、②社会的・文化的、③個人に対する権

力、④技術的、⑤環境的、⑥政治的）を持つ、社会や

公共政策に最も大きな影響を及ぼす主体である。この
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ため、企業は経済的な目標に加えて、社会秩序を保つ

義務、公平、正義、徳、功利などを考慮する必要があ

る。エプスタインは、こうした考慮を企業経営者の意

思決定に組み込み企業内部に組織化する、「経営社会政

策過程（corporate social policy process）」の概念

を提唱した。この概念は、法令遵守にあたる企業倫理

（business ethics）、社会から果たすことを期待され

る責任への対応である経営社会責任（corporate 

social responsibility）、企業が独自の判断で果たす

責任への対応である経営社会即応性（corporate 

social responsiveness）の３要素で構成され（経営社

会政策過程＝企業倫理＋経営社会責任＋経営社会即応

性）25）、次節で言及するＣＳＲの考え方を既に提示し

ている。 

一方英国政府は、1980年代から社会政策と企業の関

係を重視している。その背景は、グローバル化の進展

に伴って、社会政策の形成と供給における企業及び産

業界の影響力が高まったためである。ファルンスワー

スは、①企業誘致や資本移転の活発化によって国家及

び地域間競争が激化し、中央及び地方政府が社会政策

の形成において競争力を考慮しなければならなくなっ

た、②企業の意思決定が政策公約や社会政策の立案に

大きな影響を及ぼすようになった、③社会政策の供給

そのものにおいて企業が大きな役割を果たすようにな

ったとの3つの理由を指摘している（表１）。 

社会政策論における言説をみたが、米英では、社会

政策における企業の役割を評価する研究が進み、社会

政策における企業の関与が進みつつある。これらの研

究では、企業が社会と共生しようとする姿勢と社会政

策を関連付けることによって、国家責任論を超える社

会政策のあり方が示されている。企業が巨大化し社会

に大きな影響を及ぼすようになれば、企業は公共的な

性格を帯び、政府は、社会政策の立案・実施に際し、

企業の意思を考慮しなければならなくなる。 

しかし、企業による社会政策は、それが権力の正当

性の対外的な表明であり、社会政策の形成と供給に対

する影響力の高まりの結果である限り、利益を計上で

きなければ継続性は担保できないであろう。企業によ

る社会政策を評価する一方で、こうした可能性に対し、

企業が社会政策に継続的に関与する動機付けが必要に

なる。その動機付けの一つにＣＳＲ（Corporate Social 

Responsibility＝企業の社会的責任）を位置付けるこ

とが考えられる。一般的に、企業にとって社会政策は

経費に過ぎないとの意識が伴い、積極的な関与は期待

できないと考える傾向があるが、社会政策とＣＳＲの

領域は近接しており、企業がＣＳＲに主体的に取り組

めば、社会政策を推進し発展させることができると考

えられるからである。次に、社会政策とＣＳＲの関係

についてみていく。 

 

 

表１ 社会政策と企業の関係 

組織参画 
構造要因 政策公約 

非公式 公式 

・企業投資や企業誘致

を促進する必要性 

・企業の「needs」（必

要）に見合った社会

政策 

・経済と両立し生産性

の向上につながる

と考えられる福祉 

・ロビー活動 

・政党への資金提供

・政治参加 

・単発の寄

付 

・教材の提

供 

・職業紹介

・公的サービスの経営管理における企業

及び従業員の参画 

・ＰＰＰ（Public Private Partnerships）

の一環である Education Action Zone

（学力向上を図るための国家プロジ

ェクト）、Health Action Zone（貧困

地区や医療水準が不十分な地区に対

する国家プロジェクト）への参画 

・公式の後援（たとえば、City Academies

や Specialist schools に対する） 

（上の表の続き） 

供給と生産 

最終消費者への

サービス供給 
商品生産 

国家へのサー

ビス供給 
保険と年金 

物的資産への

投資 
企業福祉 

・介護住宅 

・私有有料道路 

・私立学校 

・住宅供給協会 

・個人家主 

・個人病院 

・製薬会社 

・医療機器プロ

バイダー 

・ICT 企業 

・教育材料生産

会社 

・配食会社 

・清掃等の補助

サービス 

・経営管理サー

ビス 

・コンサルタン

ト業 

・健康保険会

 社 

・個人年金、

疾病及び個

人傷害会社

・抵当／貸付

保護組織 

・不動産投資

信託 

・PFI（Private 

Finance 

Initiative） 

・建設会社 

・企業年金 

・教育訓練 

・育児／保育サ

ービスの提

供 

・相談サービス

出所：Farnsworth, Kevin, The Business-Social Policy Nexus: Corporate Power and Corporate  

Inputs into Social Policy, Journal of Social Policy, Cambridge University Press,  

Vol.35-3,2006,pp.480. 
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４．社会政策とＣＳＲの関係 

 

（１）ＣＳＲの内容と社会政策 

ＣＳＲの定義は様々だが、企業と社会の利益のバラ

ンスを図る目的で、法規制の遵守や社会貢献の段階に

とどまらず、企業の自主性と自発的な判断に基づいて

経済、社会、環境の持続可能性を実現する取組で、企

業の事業活動に組み込まれる取組である 26）。 

日本におけるＣＳＲは、政府主導型の欧州や市民主

導型の米国と異なり、グローバル化の進展に伴う海外

企業や国際機関からの要請や高度成長を背景にした環

境問題への対応、2000年以降は企業不祥事の多発によ

って議論が発展したと考えられている。 

ＣＳＲの内容は広範で、たとえば表２の（社）経済

同友会の分類では、市場、環境、人間、社会のいずれ

にも、顧客対応や事故・トラブル対応、製品・サービ

スの環境アセスメント、機会均等や従業員教育・研修、

世界的諸課題への貢献など社会政策関連事項が含まれ

る。但し、ＣＳＲはあくまで企業の自主性に委ねられ

るため、コーポレートガバナンスに含まれる「理念と

リーダーシップ」、「マネジメント体制」、「コンプライ

アンス」、「ディスクロージャーとコミュニケーション」

がＣＳＲの取組に影響を及ぼす。このため、経営戦略

におけるＣＳＲの位置付けや業績との関係では、法規

制の遵守や一部の取組を除いて、継続的な取組が難し

くなる可能性もあり得る。このため、企業単独の取組

だけでなく、ＮＧＯやＮＰＯなどの非営利団体や政府

などと協働して継続的な取組を進めることも重要だと

考えられている。 

 

表２ （社）経済同友会「企業評価基準」のＣＳＲの内容 

（コーポレート・ガバナンス） 

理念とリーダーシップ マネジメント体制 コンプライアンス ディスクロージャーとコ

ミュニケーション 

■経営理念の明確化と浸

透（経営理念の明確化と

浸透努力、ステークホル

ダーの明確化、経営理念

の浸透度合） 

■リーダーシップの発

揮（社長の直接関与、従

業員へのコミュニケー

ション、従業員からのコ

ミュニケーション） 

■取締役会／監査役（会）

の実効性（実質的な議

論、社外の視点の導入、

監査役（会）／監査委員

会の意見、監査役のサポ

ート） 

■社長の選任・評価（社長

の選任、評価・解任、報

酬額決定） 

■ＣＳＲに関するマネジ

メント体制の確立（ＣＳ

Ｒ担当部署、年金運用に

関するＳＲＩ基準） 

■企業行動規範の策定と

周知徹底（企業行動規範

の策定・公表、周知徹底、

グループ各社への適用

ないし奨励） 

■コンプライアンス体制

の確立（専任部署、相談

窓口、内部通報窓口、遵

守状況のチェック、業績

評価での考慮） 

■ディスクロージャーと

コミュニケーションを

推進するマネジメント

体制の確立（基本方針、

開示範囲・内容、フィー

ドバック、ステークホル

ダーとの対話） 

↓（評価） ↓（評価） ↓（評価） ↓（評価） 

（企業の社会的責任） 

市場（仕組み） 市場（成果） 

■持続的な価値創造と新市場創造への取り組み（コアコ

ンピタンス経営、マーケティング、知の連携、知的財

産戦略、ブランド・マネジメント） 

■顧客に対する価値の提供（顧客満足度、顧客対応、事

故・トラブル対応、顧客情報保護） 

■株主に対する価値の提供（ＩＲ専任部署等、ＩＲのフ

ィードバック、株主総会） 

■自由・公正・透明な取引・競争（購買・取引方針、Ｃ

ＳＲ調達基準、公正取引・競争の徹底） 

→収益性、生産性、特許取得件数 

 

 

→顧客満足度 

 

→1 株あたり配当、株式時価総額、業績予想、実績の乖

離率 

→信頼の構築：消費者関連法令違反件数、公正取引・競

争関連法令違反件数 

環境（仕組み） 環境（成果） 

■環境経営を推進するマネジメント体制の確立（環境保

全に関する経営方針、環境保全に関する従業員教育、

外部認証の取得、環境会計） 

■環境負荷軽減の取り組み（省資源・リサイクル、省エ

ネルギー、製品・サービスの環境アセスメント、グリ

ーン購入・調達） 

 

■ディスクロージャーとコミュニケーション（環境報告

書、環境報告書の第三者レビュー、環境に関する社会

貢献活動） 

→外部認証の取得 

 

 

→総物質投入量、総エネルギー消費量、水使用量、温室

効果ガス排出量、廃棄物等の総排出量、再生利用され

る循環資源の比率、グリーン購入・調達比率、環境物

品等生産・販売比率 

→信頼の構築：環境関連法令違反件数 
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人間（仕組み） 人間（成果） 

■優れた人材の登用と活用（機会均等、社内公募、ＦＡ

制度等、能力・実績評価） 

 

■従業員の能力（エンプロイアビリティ）の向上（従業

員教育・研修、トップ・マネジメント層育成） 

■ファミリー・フレンドリーな職場環境の実現（家庭人

としての責任配慮、育児・介護支援） 

■働きやすい職場環境の実現（従業員満足度、多様な勤

務時間・形態、安全・衛生、人権配慮） 

→女性役員比率、女性管理職比率、国内の外国人管理職

比率、海外の外国人役員比率、障害者雇用率 

 

→従業員教育・研修費用 

 

→年次有給休暇取得率、月次残業時間、育児休暇取得者

数、介護休暇取得者数 

→従業員満足度 

社会（仕組み） 社会（成果） 

■社会貢献活動の推進（社会貢献活動に関わる基本方

針、特有の経営資源や得意分野の活用、従業員のボラ

ンティア活動支援） 

 

■ディスクロージャーとパートナーシップ（社会報告

書、ＮＧＯ・ＮＰＯとの対話・協働） 

■政治・行政との適切な関係の確立（政治との関係、公

務員との関係） 

 

■国際社会との協調（国際的な規範の尊重、現地の法

令・文化・慣習等の尊重、世界的諸課題への貢献） 

→社会貢献活動支出額、学生インターン受入数、ボラン

ティア休暇・休業制度利用者数、ＮＧＯ･ＮＰＯとの

協働件数 

 

 

 

→信頼の構築：国内政治家・公務員関連法令違反件数、

海外政治家・公務員関連法令違反件数 

出所：社団法人 経済同友会『第 15 回企業白書「市場の進化」と社会的責任経営‐企業の信頼構築と持続的な 

価値創造に向けて』、2003、68-69 頁。 

 

（２）ＣＳＲの取組状況と課題 

（社）経済同友会は、2003年に第15回企業白書「『市

場の進化』と社会的責任経営‐企業の信頼構築と持続

的な価値創造に向けて」を発表した。また、（社）日本

経済団体連合会も 2004 年と 2007 年に企業行動憲章を

改訂したほか、2005年にＣＳＲ推進ツールの作成、2007

年に企業行動憲章実行の手引きを改訂した。このよう

に、経済団体はＣＳＲの認識を高めているが、ＣＳＲ

という言葉が浸透する一方、その定義、目的、効果に

対する企業の認識は様々である。以下、各種調査結果

をもとにＣＳＲの取組状況をみていく。 

（社）経済同友会が実施した「企業の社会的責任（Ｃ

ＳＲ）に関する経営者意識調査」27）では、ＣＳＲに対

する経営者の意識は 2002 年調査に比べると 2005 年調

査では高まっている。ＣＳＲに含まれる内容では「所

在する地域社会の発展への寄与」や「人権の尊重・保

護」などに対する認識が高まり、ＣＳＲの意味では、

「将来の利益を生み出す投資」、「経営の中核に位置付

ける重要課題」など、ＣＳＲを企業経営の中心に位置

付ける意識が高まっている。また、ＣＳＲに対する取

組では「法令や社会から求められていないことでも、

積極的に取り組んでいる」、「ＣＳＲを企業戦略の中核

に位置付け、利益に結びつける戦略を立案・実行して

いる」など、積極的な理解と取組が進みつつある。ま

た同会は、「企業評価基準」に基づく自己評価 28）を行

っている。2003年の調査 29）では、ＣＳＲの体制づくり

が進み、製造業や大企業を中心に環境分野での取組が

進む一方、女性の活用やコーポレートガバナンスの実

効性を高める課題があることが明らかになった。さら

に2004年には「企業評価基準」の評価項目を110から

120 に増やし、翌年２回目の調査を行った 30）。2003 年

調査と比較すると、過去３年間で女性正社員の登用、

活用、職場環境の整備は進みつつあるものの、非正規

型社員に対する企業の対応には改善の余地があること

が明らかになった。 

このほか、（独）労働政策研究・研修機構が実施した

「企業のコーポレートガバナンスとＣＳＲに関する調

査」31）では、上場企業の93％がＣＳＲに取り組んでい

るが、そのうちの 86％は「企業不祥事の未然防止」、

56％は「社会正義公正」が取組の動機である。主なＣ

ＳＲの取組内容は、「法令・倫理の遵守」、「誠実な顧客

対応」、「積極的な情報公開・開示」、「環境への配慮」

などに 80％以上の企業が取り組む一方、「男女雇用機

会均等」、「社員の育児・介護への配慮」、「社員のエン

プロイアビリティ（能力）の向上」など従業員関係の

取組は38～59％にとどまっている。また、法令以上に

取り組む企業は30％にとどまるが、従業員規模が大き

い企業ほど法令以上に取り組んでいる。 

上記の調査結果をみる限り、社会面に比べて経済や

環境面での取組が先行しているのが現状である 32）。Ｃ

ＳＲに含まれる内容は広範で、そのすべてに取り組む

ことのできる企業は限られるため、社会政策関連事項

のＣＳＲの取組は法規制の遵守にとどまるケースも多

いと考えられる。ＣＳＲに取り組む企業にとって、Ｃ

ＳＲと利潤の関係は大きな関心事である。しかし、そ

の効果について単に株価や利益率の推移で判断するこ
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とは、効果要因が複雑で難しい。利益が計上できなけ

れば、法規制の遵守や一部の取組を除いて、継続的な

取組は実施されなくなる可能性がある。ＣＳＲの課題

は、一過性の取組に終始させないことである。 

そのため政府には、社会政策関連事項のそれぞれに

ついて、企業がＣＳＲで対応することができ、社会政

策とＣＳＲを関連付けて推進することのできる水準と、

企業がＣＳＲでは対応できず、社会政策によって対応

しなければならない水準のそれぞれを決定した上で、

政策目標と施策の枠組みを構築することが求められる。 

 

５．ＣＳＲを通じた社会政策の発展に向けて 

 

（１）日本と欧州の相違 

現在、国はＣＳＲの普及推進に向けた政策の方向性

を検討しているが、国は企業の自主性や多様性を重視

し、法律による義務付けではなく、企業の自主的な取

組を側面支援する考えである 33）。特にＣＳＲに能動的

に取り組む企業を正当に評価していくことを重視し、

た と え ば 社 会 的 責 任 投 資 （ Ｓ Ｒ Ｉ ＝ Social 

Responsibility Investment）34）に注目している。2007

年度中に国民生活審議会の設置方針に基づいて、経営

者、労働組合、非営利組織などが参画してＣＳＲを促

進するための官民協議会が設置される予定であるため
35）、具体的な政策展開は今後の課題である。 

一方、ＥＵ諸国は早い段階でＣＳＲに取り組み、英

国は 2000 年に貿易産業省内にＣＳＲ担当の閣外大臣

を指名したほか、ＢＩＴＣ（Business In The 

Community）などアドボカシー型のＮＧＯが、ロビー活

動を通じて政策決定や企業活動に関与している。2002

年にはフランスもＣＳＲ担当大臣を指名している。 

またＥＵレベルでは、「社会的排斥に反対する欧州企

業声明」を受けて、欧州の多国籍企業がＣＳＲヨーロ

ッパを設立し、ＣＳＲの啓発と推進に取り組んでいる。

さらにＥＵは、2000年のリスボン欧州理事会において

ＣＳＲを推進することを宣言し、2002年のＥＵマルチ

ステークホルダー・フォーラム 36）の発足を経て、2004

年にＣＳＲ勧告を採択した。上記の経過を経て、ＥＵ

諸国はＣＳＲを推進する政策を策定し実施している。

主な政策は、①国際機関、ＮＧＯ、ＣＳＲや社会的な

プログラムの参画企業などへの資金支援、②官民一体

プロジェクト（ＰＰＰ）の実践、③行動規範や原則な

どの規格の整備、④社会的責任投資（ＳＲＩ）の普及

による資金調達市場の整備、⑤公共機関による率先的

な調達、⑥ＣＳＲの促進を企図した会社法などの法改

正 37）、⑦ＣＳＲに関連する既存政策の見直しや刷新、

⑧中小企業に対する普及啓発などである 38）。特徴は、

既存の政策をＣＳＲに関連付け、経済・社会・環境の

各側面の底上げを図る点や、企業に及ぼす効果を計数

評価できる環境の整備を進め、ＣＳＲに取り組む動機

付けを図っている点である。政策の主な効果は、①欧

州のエコファンドに対する大幅な投資の伸び（2006年

は前年度比５倍の伸びとなる31億7,000万ユーロに達

し、ＥＵにおける環境規制の強化によって関連ビジネ

スが成長したのが主因）、②ＣＳＲ規格の整備の進展

（英国のＳＩＧＭＡ、フランスのＳＤ21000など）、③

ＣＳＲの取組を評価する指標の整備 39）などである。 

上記でみたように、ＥＵ及び加盟諸国は、ＣＳＲの

理念を確立する努力を続け、具体的なＣＳＲ政策を策

定し実践している。その背景には、雇用失業、人権問

題、地域格差などの社会問題の解決において産業界に

協力を求め、ＥＵ各国がＣＳＲ政策の必要性を重視し

ている事情があるが、先行するＥＵの取組から日本が

学べる点は多い。 

 

（２）社会政策とＣＳＲ政策の方向性 

社会政策とＣＳＲが扱う内容は関連が深く、ＣＳＲ

の取組が進むことによって、社会政策に対する企業の

関与が進むと考えられる。社会政策は、これまで一般

的に法規制の遵守や社会問題に対する国家政策だと考

えられてきたが、現在では、政府、経済団体、非営利

団体、社会的企業とも社会政策における企業の役割が

大きくなっていることを認識し、企業もＣＳＲが経営

戦略上の重要な取組であることを認識している。企業

がＣＳＲへの対応を無視できなくなると、社会政策に

も必然的に目を向けなければならなくなる。しかし、

日本のＣＳＲは、企業の自主的な取組によって先導さ

れてきたため、任意の取組に終始しているのが現状で

ある。企業の自主性に委ねるだけでは、継続的なＣＳ

Ｒの取組と社会政策の安定的な運営は難しい。今後、

企業の自発的な個別の取組を蓄積していくとともに、

政府がＣＳＲの実状を考慮して社会政策の大きな方針

と目標を定め、企業がＣＳＲを通じて果たすべき目標

と、政府が主体となって果たすべき目標をそれぞれ明

確に示すことが求められる。その際には、社会政策と

かかわりの深いＮＰＯやＮＧＯなどの非営利団体、労

働組合、学術機関、市民といった企業の利害関係者と

の関係を考慮に入れて、客観的で実施可能な方針と目

標を確立することによって、企業がＣＳＲに取り組む

意義や社会政策の目標に対する共通認識を持てるよう

に環境を整備することが求められる。ＣＳＲに対する

利害関係者の意識が高まれば、「ＣＳＲはこれまで社会

的で周辺的な課題として捉えられていたが、経済的で

中心的な課題になりつつあり、そういった状況ができ

てくると企業はＣＳＲへの対応を無視できなくなる」
40）といった状況をもたらすであろう。 

今後の課題は、社会政策における企業の役割を明確

に位置付けた上で、社会政策論の再構築を進めること
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である。そのためには、社会政策関連事項のＣＳＲの

取組に対する企業及び産業界の考え方や取組実態の把

握、社会政策関連事項のＣＳＲの取組がＳＲＩ市場の

株価や業績に及ぼす影響などについて更に検討する必

要がある。このほか、従業員の経営参加の問題も重要

になると考えられる。従業員は、企業のメンバーであ

ると同時に、社会政策の対象でもある。企業を社会政

策の主体と考えた場合、企業が事業活動の中で従業員

をどう扱うのか、一方、従業員は所属する企業の経営

をどう評価し、ＣＳＲや社会政策との関係をどう考え

るのかというテーマは、重要な検討課題であるように

思われる。また、地方分権が進む中で、地域の自助努

力に基づく地域の活性化を重視する動きが進んでいる。

地方政府においても、地域社会政策のあり方について、

企業とともにＣＳＲの観点から検討することが求めら

れるようになるだろう。 
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3）経済企画庁国民生活局国民生活課、1977、265-319

頁。 

4）隅谷（1990、13頁）と検討委員の１人である富永

（2001、226-235頁）は、総合社会政策論は発展

しなかったと結論付けている。一方西村（1989、2

頁）は、総合社会政策は「社会政策を労働者の消

費生活過程とのかかわりから捉える企て」とし、

既存の社会政策論と総合社会政策論の同一性を主

張している。 

5）豊かさ、健康、発達、快適さ、自己実現、能力発

揮など（武川、2001、155-157頁）。 

6）ＯＥＣＤ、2005、4頁。 

7）認定企業数は、大阪労働局管内47社（平成19年

9月 26日現在）、兵庫労働局管内8社（平成19年

7月 12日）、京都労働局管内5社（平成19年 10

月 26日現在）、滋賀労働局管内1社、和歌山労働

局管内1社（平成19年 5月 16日現在）、三重労働

局管内2社（平成19年 9月 28日現在）である。 

8）たとえば、大阪府が全国初で民間事業者と官民共

同運営で取り組む、ジョブカフェにおけるオーダ

ーメイドの職業紹介などを高く評価している。 
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失敗の考慮、地方分権の推進に留意すること、②

行政による事前的な調整政策については、事後の

紛争解決や事後的なチェックに転換、③サンセッ

ト制（予め期間を設け、その期間が終了するとと

もに制度が終わる仕組み）の導入の3つの基準が

ある。 

13）テーマを設定しない「先導的ＣＢ創出支援事業」

と府が提示するテーマに該当する「モデル提案型
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14）時事通信「官庁速報」2007.8.24、2007.9.25。 

15）欧州雇用戦略と各国の雇用創出や職業訓練のプロ

グラムに応じてＥＵから配分される補助金。 
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化活動拠点の整備などで大規模な活動を展開し世
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供されるものの質や価値を消費者が判断すること
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サービスの供給にかかる費用が企業の負担能力を

超える場合に生じる「逆選択（高リスク者の排除）」、

補償を躊躇する「モラル・ハザード」）などの問題

が生じる可能性がある（スピッカー、2001、135-139

頁）。 

22）社会政策の決定要因は、イデオロギーや大衆の選

好よりもむしろ権力構造や団体利益であるとの指

摘がかつてなされた（ＯＥＣＤ、1983、302 頁）。 

23）ミッチェル、2003、22頁。 
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とも1920年代は労働市場が望ましい状態にあっ

たにもかかわらず、社会政策は拡大した（ミッチ

ェル、2003、97頁）。 

25）エプスタイン、1996、9-13頁。 

26）European Commission（2001）、社団法人経済同友

会（2003）、谷本（2004）、経済産業省（2004）、松

野・堀越・合力（2006）、ＩＬＯウェブサイトなど

を参照。 

27）（社）経済同友会、2006。会員企業及び東証1部・

2部上場企業の経営者を対象にして、2002年と

2005年に実施。 

28）表 2に示した「市場」、「環境」、「人間」、「社会」

の各分野の仕組みと成果に含まれる各項目につい

て、コーポレートガバナンスを構成する「理念と

リーダーシップ」、「マネジメント体制」、「コンプ

ライアンス」、「ディスクロージャーとコミュニケ

ーション」という4つの基準を軸にして評価する。 

29）229社が回答、回答率26.1％。 

30）社会的責任経営推進委員会『日本企業のＣＳＲ：

進捗と展望—自己評価レポート2006』2006.5。 

31）2005年 10月に東京1部 2部、大阪1部 2部、名

古屋1部 2部の全上場企業2,531社を対象に実施

され、有効回答数は450社である。 

32）日本のＣＳＲは、ISO14001の取得件数が世界一多

く、環境報告書の名称が多い点から、環境問題に

対する取組が中心で、経済成長が社会問題を顕在

化させにくかったとの指摘もある（藤井、2005）。 

33）検討の経緯は「企業の社会的責任と新たな資金の

流れに関する調査研究報告書」（日本総合研究所、

2004）、「労働におけるＣＳＲのあり方に関する研

究会 中間報告書」（厚生労働省、2004）、「企業の

社会的責任（ＣＳＲ）に関する懇談会 中間報告

書」（経済産業省、2004）、「社会的責任（持続可能

な環境と経済）に関する研究会報告書」（環境省、

2005）などの報告書を通じて把握することができ

る。 

34）「企業の社会的責任と新たな資金の流れに関する調

査研究報告書」では、社会的責任投資について「良

好な経済的パフォーマンスと社会的責任の両立を

果たしている企業、あるいは、社会的な課題の解

決に関わっている事業体（ＮＰＯや地方公共団体

等）の取り組みを資金供給者が評価して、投資・

融資等を行うこと」と広義に定義している。 

35）日本経済新聞2007.2.23。 

36）欧州委員会の雇用社会総局と企業総局の、各コミ

ッショナー（大臣に相当）が議長を務める、産業

界、労働組合、環境ＮＧＯ、社会関係ＮＧＯ、途

上国問題を扱うＮＧＯで構成され、ＣＳＲの方向

性を議論する。 

37）たとえば、フランスでは上場企業に対し、社会的

指標を開示することを義務付けている。 

38）European Commission, Corporate social 

responsibility-National public policies in the 

European Union, 2004, 

pp13-15,pp.19-21,pp36-38を参照。 

39）「責任ある競争力コンソーシアム（The Responsible 

Competitiveness Consortium・英国のＮＧＯアカ

ウンタビリティー社とデンマーク政府が開設した

コペンハーゲンセンターが、ＣＳＲ、競争力、持

続的な発展を連携させる目的を掲げ、2003年に創

設された調査提言機関）」が、2005年に「責任あ

る競争力指標（Responsible Competitiveness 

Index＝ＲＣＩ）」を「国家企業責任指標（National 

Corporate Responsibility Index＝ＮＣＲＩ）」に

改訂したことが一例である。この指標は、①コー

ポレートガバナンス、②倫理的な事業実践、③改

善に向けた政策形成、④人的資本の構築、⑤市民

社会との対話・働きかけ、⑥公共財政への貢献、

⑦環境管理の評価軸によって各国の取組を評価し

ている。この指標では、アメリカは11位、日本は

18位で、上位20カ国のうち14カ国を欧州各国（う

ち13カ国がＥＵ加盟国）が占め、ＥＵ諸国のＣＳ

Ｒは高く評価されている。 

40）独立行政法人労働政策研究・研修機構、2005、3

頁。 
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